
1. 重要な会計方針
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

個別法による原価法を採用している。

(2)固定資産の減価償却の方法
定率法によっている。

(3)引当金の計上基準
貸倒引当金

　　 法人税に規定する法定繰入率により計算した回収不能見込額を計上している。	
　退職給付引当金	
　　役職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、	

 当期末において発生していると認められる額を計上している。	
　　なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算している。	

(4)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式を採用している。

2. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位:円)

3. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位:円)

4. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位:円)

5. 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

(単位:円)

財務諸表に対する注記

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産

基本財産(定期預金)
小計

合計
100,000,000
100,000,000 0 0 100,000,000

基本財産

0 100,000,000
100,000,000 0 0 100,000,000

0

科目 当期末残高
(うち指定正味財産

からの充当額)
(うち一般正味財産

からの充当額)
(うち負債に対応す

る額)

100,000,000 (0) (100,000,000)

100,000,000 (0) (100,000,000) ―

基本財産(定期預金)
小計

合計

―
100,000,000 (0) (100,000,000) ―

5,907,087

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
その他固定資産

什器備品 6,509,154 5,137,042 1,372,112

12,866,241 9,398,295 3,467,946

一括償却資産

小計

合計

4,103,753 1,803,334

12,866,241 9,398,295 3,467,946

ソフトウェア 450,000 157,500 292,500

科目 債権金額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高
未収金

合計

71,707,906 △ 429,000 71,278,906
990,000 0 990,000

72,697,906 △ 429,000 72,268,906

仮払金
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